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発 言 通 告 書 

【件名及び発言の要旨】 

１ 災害対応について 

(1) ことしの年頭挨拶や施政方針の中で市長は、方丈記の一節を

引用され、「『災害は忘れない頃にまたやってくる時代』になっ

てしまい、平穏を祈るしかないのだが、行政の長として人事を

尽くす決意をあらためて固めた。」と述べていた。今回の台風

15号・19 号の本市の対応について、市長は現時点でどのように

お考えか。 

(2) 横須賀市は千葉県の自治体に対し可能な限りの復旧・復興支

援をされた。房総半島と三浦半島による助け合い、自治体間交

流の重要性について、市長のお考えを伺う。 

(3) 千葉県南部の自治体は、被害状況の把握に時間を要し、県と

の情報共有や災害対応がおくれた。これにより自治体合併とい

った広域化による課題も浮き彫りになったのではないか。平成

の市町村合併及び圏域行政と広域連携のあり方について、市長

のお考えを伺う。 

(4) 岡山県総社市の片岡聡一市長は、全国の首長に対して、「首長

は、有事の際には法律や条例を破ってください」ということを

一番伝えたいとしている。市長が持つ、有事・非常時における
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判断基準や心構えは、具体にどのようなものか。 

 

２ ペットとの避難について 

(1) 本市では今回の台風 19 号における自主避難先の 16 カ所のコ

ミュニティセンター全てで、ペットと同行する避難者を受け入

れた。災害時のペット避難対策について関係する部局間と連携

し、さらに充実させることが重要であると考えるが、市長の今

後の方針を伺う。 

 

３ 誰も一人にさせない避難対応について  

(1) 今回の自主避難では、車椅子の方も避難された。本市では災

害時要援護者プランに基づく地域における支援により、要援護

者の安全確保を図るとされているが、実際はどのような対応だ

ったのか。検証の必要性とあわせて市長に伺う。 

(2) 災害時にも、障害のある方に対して合理的な配慮がなされる

べきだ。避難所を運営していくに当たり、大事な視点かと思わ

れるが、市長のお考えを伺う。 

(3) 各地域で行われる避難所運営訓練や防災訓練などで、障害の

ある避難者の方への理解と支援をしてもらうための説明資料等

を作成し配布してみてはいかがか、市長に伺う。 

 

４ 原子力艦船と原子力災害について 

(1) 11 月２日に原子力空母ロナルド・レーガンが横須賀港に入港

し、原子力艦船の寄港回数は通算で 1,000 回に達した。事実上

の母港が所在する市の市長として率直な感想を伺う。 

(2) ９月定例議会の一般質問で市長は、「米軍は日本を守ってい

る」とおっしゃった。これまでの原子力艦船 1,000 回の寄港は

全て日本を守ることから達した数字であると認識されているの

か。 

(3) 過去には明らかに、核兵器を積み原子力潜水艦入港と言われ
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たこともある。米海軍に対して、入港の際には非核であること

を確認してみてはいかがか。 

(4) 原子力発電所の原子炉は商業用原子炉だが、軍事用原子炉で

ある原子力艦船は軍事機密から情報が不足し、いわゆる「安全

神話」は禁物だと考えるが、市長のお考えを伺う。 

(5) 現在、原子力防災訓練は市民が行う訓練と、先日消防局で行

われた米海軍も参加する訓練と２つの形で行われているが、

国・県の初動体制を確認する上でも合同で行うことの必要性に

ついて、市長のお考えを伺う。 

(6) 今回の台風被害について、米海軍基地内の被害状況等は把握

されているのか。また、米海軍側からの支援の申し入れなどは

あったのか、あわせて市長に伺う。 

 

５ 気候変動と石炭火力について 

(1) 台風の将来予測として、「気候変動に関する政府間パネル（Ｉ

ＰＣＣ）の第５次評価報告書によると、地球温暖化の進行に伴

い、台風など熱帯低気圧の強さが増す可能性が指摘されていま

す。」と、国土交通省気象庁ホームページに掲載されている。現

代社会が直面している気候変動問題に対する市長のお考えを伺

う。 

(2) イギリスの医学誌は、気候変動による健康被害に警鐘を鳴ら

す国際的な研究結果を発表した。健康被害と経済損失を抑える

ためにも、温室効果ガス削減に向けた取り組みを進めることの

重要性について、市長のお考えを伺う。 

(3) ９月に自然エネルギー財団は石炭火力発電投資の事業リスク

分析を公表し、横須賀の石炭火力計画も検討対象となっていて、

座礁資産となるリスクが大きいと報告している。また、10月に

はイギリスのシンクタンクも日本の石炭火力発電施設は座礁資

産化する恐れがあると発表した。相次ぐ日本の石炭火力発電が

座礁資産化するリスクに関する報告について、市長のお考えを

伺う。 


